「大阪府地域防災計画【基本対策】（修正案）」に対するご意見と大阪府の考え方について
○募集期間　平成２６年２月１２日（水曜日）から平成２６年３月１３日（木曜日）まで

○募集方法　郵便、ファクシミリ、電子申請
○提出人数・意見数　５人（団体）・１８件
○ご意見と大阪府の考え方
	No
	ご意見の内容
	大阪府の考え方

	１
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節（69～71ページ）

避難行動要支援者と要配慮者という文言が混在しており、用語の説明には、『要配慮者・・・・・高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、児童、傷病者、外国人など、特に配慮を要する者をいう。避難行動要支援者・・・要配慮者のうち、自ら避難することが困難で避難に支援を要する者をいう。』とあるが、特に避難行動要支援者について、府は具体的にどのような方を想定しているのか。できればより具体的に明記をして頂きたい。

	避難行動要支援者については、災害対策基本法の規定に合わせ、「要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であってその円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者」と修正します。

	２
	〔災害応急対策〕　第４章　第３節　
第１　避難行動要支援者被災状況の把握等（216ページ）
１の「（1）安否確認・避難誘導」において、『在宅要援護高齢者、障がい者その他』となっていますが、難病慢性疾患患者も症状により避難支援や安否確認がより必要な場合があります。その他とするのでなく難病・慢性疾患患者と明記すべきではないでしょうか。

	避難行動要支援者については、災害対策基本法の規定に合わせ、明記しております（23ページ）。

	３
	〔災害応急対策〕　第４章　第３節　

第２　被災した避難行動要支援者への支援活動（216ページ）

　『避難行動要支援者に十分配慮するものとする。』となっていますが、難病・慢性疾患患者は被災後も直ちに医療・薬剤が必要となります。例えば「透析患者」は透析が必要ですし、「1型糖尿病患者」はインスリンが必要です。健康状態の把握等について医師・看護師等の専門家の診断、聞き取りが必要です。

	ご意見の趣旨は、災害応急対策第３章第２節の「第６　個別疾病対策」（205ページ）において盛り込ませていただいております。

	４
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節

第１　障がい者・高齢者等に対する支援体制整備（69、70ページ）
「２　市町村」において、『避難行動要支援者名簿を作成する。』とあるが、災害対策基本法等の一部を改正する法律第四十九条の十において、名簿作成にあたって、関係機関共有方式と理解できる文言があるが、府下の市町村においては、手挙げ方式、同意方式がまだまだ多く、発災時、避難時、避難生活時に有効に要支援者の安否確認や支援に有効につながるとは思われないため、法の主旨にそってより具体的に作成方式について明記するべきではないか。
また、「２　市町村」の「（２）支援体制の整備」においても、『事前に把握した避難行動要支援者の情報をもとに、（略）必要な支援体制の整備に努める。』とあり、まずは、名簿の情報ありきであると読めるが、その名簿の作成にあたり、対象者をより具体的に、実態に応じて把握するためにも、関係機関共有方式にて名簿作成を進めるべきではないかと考えるが、このことからも、名簿作成にあたっては関係機関共有方式にて作成すべきではないかと考える。加えて名簿の更新についても、せめて年一回程度は行って頂きたい。
	避難行動要支援者の具体的支援については、市町村において、「避難行動要支援者支援プラン」、「市町村地域防災計画」に基づき、地域の状況に応じて取り組んで行くこととなります。

また、本府としても、「避難行動要支援者支援プラン作成指針」を作成し、市町村の取組みを支援することとしております。

ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	５
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節

第１　障がい者・高齢者等に対する支援体制整備（69、70ページ）
「２　市町村」において、『平時から個別計画の策定を進める。（略）名簿情報に基づき、市町村が個別に避難行動要援護者と具体的な打ち合わせを行いながら、策定することに努める。』とあり、実際の発災時に個別計画に基づいて避難等行うにあたって、有効に実施するためには、極めて重要な点であると考えるが、具体的な進め方のマニュアルや事例等があるのか。また、府として、各市町村の名簿の作成、個別計画の策定にあたって、その確認等は行うのか。行うとすれば何処がどのように行うのか。できれば、明記をお願いしたい。

	具体的な進め方のマニュアル等は、本府が作成予定の「避難行動要支援者支援プラン作成指針」となります。また、市町村は、同指針を踏まえて、「避難行動要支援者支援プラン」を作成し、「市町村地域防災計画」に基づき、地域の状況に応じて取り組んで行くこととなります。

	６
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節

第１　障がい者・高齢者等に対する支援体制整備（70ページ）

第３　福祉避難所の指定（70ページ）
これらの項目や217ページにおいて、福祉避難所についての記述があるが、府は福祉避難所の対象をどのような方を想定しておられるのか。できれば、明記をして頂きたい。3.11においては、少なくとも発災後しばらくは、多くの所で福祉避難所が有効には機能しなかった。そのことにより、生活に大きく支障を来しただけではなく、障害状況や健康状況が悪化してしまい、その後の生活に大きく影響する事態も多く聞かれる。その意味では、『（略）介護・医療的ケアなど相談や介護などの支援対策が円滑に実施できる要員の確保（略）』、また、〔災害応急対策〕第４章　第３節　第２の「１　在宅福祉サービスの継続的提供」（216ページ）には、『市町村は、被災した避難行動要支援者に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において、補装具や日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。』とあり、被災後の生活の維持に希望を持つことができる。しかし、一方、国の「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン」の「福祉避難所の対象となる者について」においては、『身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期入所施設等へ入所するに至らない程度の者であって、避難所での生活において特別な配慮を要する者であること。』としているが、それに依るのか。もし、府が国の想定と同じであるとすれば、今地域に暮らす重度の障害のある人の多くは福祉避難所の対象とならない可能性があるが、その対策について、より具体的に示して頂きたい。

	避難所については、市町村が作成している「避難所運営マニュアル」に基づき、地域の状況に応じて取り組んで行くこととなります。

また、本府としても、「避難所運営マニュアル作成指針」を作成し、市町村の取組みを支援しております。

ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	７
	〔災害予防対策〕　第１章　第６節

第３　避難所の指定、整備（56～57ページ）
「避難所の指定」に関して、指定避難所においては要配慮者に向けた「福祉避難室」の開設等についても明示すること。また、要配慮者に配慮した施設整備等について、市町村への整備の要請だけでなく、府立支援学校等を広域的な視点から活用できるようその整備を図ること。また、福祉避難所を円滑に運営するための、マニュアル等の整備等、市町村への積極的な支援策を具体化すること。

	避難所の指定については、災害対策基本法の規定に合わせて、明記しております。

施設整備等、ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	８
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節

第１　障がい者・高齢者等に対する支援体制整備（70ページ）

「（４）福祉サービスの継続と関係機関の連携」において、『介護・医療的ケアなどの福祉サービスの継続に必要な体制を確立する。』とありますが、東北でも、避難生活時に障害が重度化するなども合わせ、様々な二次障害が起こっています。復興後の生活の有り様にも大きく関わる事だと考え、是非、発災前の状態と基本的に同じサービスの継続を実現するための具体的な体制整備を強く望みます。

	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	９
	〔災害予防対策〕　第１章　第10節

第１　障がい者・高齢者等に対する支援体制整備（70ページ）
「（５）訓練の実施」については、是非、当事者の参加を明確に位置付けて頂きたい。また、行政が責任を持って検証を行い、課題を明らかにし、解決していく仕組みを明確にして頂きたい。

	ご意見の趣旨は、災害予防対策第１章第１節の「第４　防災訓練の実施」（33ページ）において盛り込ませていただいております。また仕組みについては、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	10
	〔災害予防対策〕　第１章　第１節

第１　防災訓練の実施（33～34ページ）

「防災訓練の実施等」については、「避難行動要支援者」を「支援を要する人」という側面からのみとらえるのではなく、防災・減災のために自ら行動し実践する主体者としても位置付け、防災訓練の計画立案段階から当事者団体等の参加を促進する等、その位置づけを高め、行政との協力・共同関係を平時から構築する視点を備えること。

	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	11
	〔災害応急対策〕　第４章　第３節

第２　被災した避難行動要支援者への支援活動（216ページ）
「１　在宅福祉サービスの継続的提供」には、『市町村は、被災した避難行動要支援者に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において、補装具や日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。』とあるが、市町村に対しての財政的な支援等はあるのか。また、そのサービスを受けた場合の当事者の負担については、特別な処置はあるのか。できれば明記頂きたい。

	現時点においては、被災時における在宅福祉サービスの継続的な提供を確保するための市町村に対する財政的な支援等はありません。

なお、介護保険法及び障害者総合支援法では、災害等の事由により、介護サービスや障がい者福祉サービスの利用者負担が免除になる場合があります。

	12
	〔災害応急対策〕　第４章　第３節

第２　被災した避難行動要支援者への支援活動（217ページ）
「２　避難行動要支援者の施設への緊急入所等」にある『福祉避難所（略）への避難及び社会福祉施設等への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。』、また「３　広域支援体制の確立」には『広域調整を行うとともに、支援体制を確立する』としているが、南海トラフの場合は、近畿の多くが被災する可能性があり、かなり遠方との調整になる可能性があるが、具体的な検討は行っているのか。何か、ベースとなる組織等があるのであれば明記頂ければと考える。

	ご意見の趣旨は、災害予防対策第１章第１節の「第５　広域防災体制の整備」（34ページ）及び災害応急対策第４章第４節の「広域一時滞在」（217ページ）において盛り込ませていただいております。具体的検討は、今後行ってまいります。

	13
	〔総則〕

第５節　計画の修正（22ページ）

大阪府防災会議・市町村防災会議への「女性、高齢者や障がい者、ボランティア団体等、多様な主体の参画促進」については、その進捗状況について報告を求め、先進事例について普及・啓発を図るとともに、「避難行動要支援者」を「支援を要する人」という側面からのみとらえるのではなく、防災・減災のために自ら行動し実践する主体者としても位置付け、計画立案段階から当事者団体等の参加を促進する等、その位置づけを高め、行政との協力・共同関係を平時から構築する視点を備えること。

	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	14


	〔災害予防対策〕　第１章　第２節

第１　災害情報収集伝達システムの基盤整備（39ページ）
「１　防災情報システム」に関して、要配慮者には、聴覚障害、視覚障害、知的障害、発達障害などのコミュニケーションにさまざまな困難を抱えている方々がいることを前提として対策を講じるとともに、停電や携帯電話の不通等の事態に際したときの要配慮者への情報提供手段についても具体化すること。

	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。

	15
	〔災害予防対策〕　第３章　第３節

第５　津波から「逃げる」ための総合的な対策（108～109ページ）
「７　地下空間対策」に関して、所有者・管理者にその対策を求めるだけでなく、大阪府としての都市計画に係る最重要課題として位置付け、総合的な避難訓練の実施をはじめ、地下空間（高層ビルを含む）利用者への発災時の行動への心構え等の啓発・研修等を行政が主導して進めること。

	ご意見の趣旨は、今後の対策を検討する上で、参考とさせていただきます。


	16
	〔災害予防対策〕　第３章　第２節　

第７　土木構造物の耐震対策等の推進（101ページ）

「４　河川施設」の内容について　一行しかない。河川なのに耐震点検に基づいてするという現実とはかけ離れた方針のように思われる。河川は河川区域及び河川保全区域も含めて、河川の増水、氾濫に対応しないといけないのに府の河川管理計画を含め、今回の防災計画の河川施設の方向性自体、おかしいと思います。もっと河川の理解の上に計画してほしい。内容が不十分です。

	ご意見の趣旨は、災害予防対策第３章第４節の「水害予防対策の推進」（111ページ）において盛り込ませていただいております。

	17
	〔災害予防対策〕　第３章　第３節　

第２　ハード・ソフト対策を組み合わせた「多重防御」による津波防災地域づくりの推進（104ページ）ほか

P.105の12行目の水門及び防潮扉等の施設整備、補強、P.20行目の防潮水門の閉鎖の迅速化や遠隔操作化、P.107の34行目の水門等の操作訓練、P.110の水門などは、従来、高潮対策に使われた水門である。今回、水門すべてを津波対策として使うのであれば、水門の水理的特性を見極めて特性別水門の利用法を決めるべきだと考えます。

　安治川、尻無川、木津川にかかる3大水門の閉鎖は、津波の進行方向に直角に閉鎖する事になり、水門下流域に多大な被害を与えたり、条件が悪ければ、人災を引き起こす可能性がある。このことから、3大水門については、津波対策として利用すべきではないと考えます。

　大阪府河川構造物等審議会では、満潮時最大津波が来た時の越流量を木津川水門近くの水深を-2.4mと浅い状態で試算をし、大阪港沖の防波堤の整備などの検討はせず、河川構造物のみを対象に対策を検討し、水門上流域が守られれば、下流域が被害を受けても良いという防災計画の原点をないがしろにした議論がなされている。また、満潮で無い時、3m程度の津波であれば、3大水門を閉めなければ、5m以下で、上流に遡上し、自然消滅するものを、3大水門を閉めれば、水門下流部に甚大な被害を引き起こす可能性があり、人災を引き起こしかねない。3大水門は、他の水門と区別し、津波対策としては、閉鎖すべきではないと考えます。

　大阪府河川構造物等審議会と南海トラフ巨大地震土木構造物耐震対策検討部会で3大水門について平成26年度に検討するとなっており、3大水門の区別を明確にしないまま、例えば、P.107の34行目の水門等の操作訓練を実施するとなっているが、どのような操作訓練を行うのか説明すべきである。

　この防災計画では、被害は想定されているが、公助に因る被害低減の可能性を定量的に評価されていない。P.105の20行目から「液状化による防潮堤・・・沈下対策…取り組む」となっているが、先に述べた、少しお金がかかっても沖の防波堤を整備し、3大水門を閉鎖せず、木津川の河床を一定勾配にして合理的なシミュレーションを行い10cm前後の嵩上げを液状対策と同時に行えば、税の投資効果も上がり、P.104に記述されている大阪の機能を守る安全な街になると考える。また、このような検討を行い、どの防潮鉄扉を閉めればどれだけ浸水から守れるか、住民を始め一般人への理解を深め、組織的に防災活動への自主的な参加を促すよう努めるべきであると考えます。

	本府では、いつ発生するかもしれない巨大津波に対して、津波対策用の水門整備等、抜本的な対策については時間を要することから、東日本大震災の教訓を踏まえ、減災の視点から、津波浸水被害を大きく軽減できること、少しでも住民の避難時間を確保すべきとの考えから、三大水門を閉鎖することといたしました。

なお、水門の閉鎖によって、水門で反射した津波が下流部の防潮堤を越えて浸水するリスクに対しては、学識経験者の意見を聞き、大阪府としてその対策を検討いたします。

また、地震被害の軽減については、大阪府地震防災アクションプランを見直す中で、検討してまいります。
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	〔その他〕

この防災計画では、防災の基本方針で、自助・共助・公助と言葉を使い、地域防災力の向上を図るため、住民を始め一般人の防災意識を高め、様々な防災活動を促している。

しかるに、本計画を策定するための南海トラフ巨大地震土木構造物耐震対策検討部会や津波対策を検討している大阪府河川構造物等審議会において一般傍聴者の意見や資料閲覧の要望に対して何ら説明がなされない。もっと酷いのは、南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会では、一般傍聴者の意見を述べる機会さえも与えられていない。

一般人による防災活動を促している本計画の内容と本計画を策定する作業状況とは矛盾しているように思われる。

本計画の一般人による防災活動を実現し、実りある計画とする意志があるのであれば、今回の防災計画を決定する前に、南海トラフ巨大地震土木構造物耐震検討部会と大阪府河川構造物等審議会の一般傍聴の意見を公表し、それに対する考え方とその根拠になるデータなど資料を公開し、住民を始めとする一般人が理解し、自主的に防災活動を行い、安心できるよう説明すべきであると考えます。　


	ご指摘の部会や審議会では、一般傍聴席をご用意させていただくとともに、資料等については、速やかに大阪府ホームページに掲載し、問合せ等については、その都度、対応させていただいております。


（注）上記記載のページ番号は、パブリックコメントに供した大阪府防災計画修正案に基づいております。

そのため、大阪府防災会議において決定する大阪府防災計画修正とはページ番号が異なる場合がありますので、ご留意ください。
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